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はじめに
退耕運林（草）プロジェクトの第1の目的は、厳しい傾斜地にある粁地を
林地・草地に戻し、生態環境の安定を図ることであるが、そこには地域の農
業生産構造の調整と農民所得の向上という目的も含まれる。
1999年に四川、駅西、甘粛の3省を読点（実験地）に始まったが、実施範
囲はその後25省（市・自治区）にまで拡大され、プロジェクトそのものも荒
山荒地造林、封山（禁伐採）育林事業などと一体的に展開され今日に至って
いる。
2（泊8年末までの実施面積は2，687万ha、対象農家3，200万戸、中央財政から
の投入は1，918億元（約2兆8，700万円）に及ぶ一大国家プロジェクトである
が、途中数回にわたって政策調整が行われてきたし、現在でも植林地の管理
や「林権」（林地、林木の資産権）をめぐる開題が残されている。
本稿では、先ずこのプロジェクトの進捗状況と課題および政策変更の諸要
因を紹介し、その後このプロジェクトの経済的効果と残された問題について
若干の検討を加えてみたい。
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I　追耕還林政策の推移
1．プロジェクトの概要
このプロジェクトの直接的な根拠となっているのは、1998年の長江、松花
江の大洪水の後に策定された「全国生態環境建設規画」［11（1999年1月公表、
規画はガイドラインの意）であった。この「規画」では、約測年間で生態環
境を安定させることを目標に、2010年までの短期目標、2011、2030年の中期
目標および2031～2050年までの長期目標が定められている。退耕還林プロ
ジェクトは、このうちの短期目標の一部を形成するもので、約12年間で新規
の土壌流出と砂漠化を防止することが主目的であった。
「規画」に示された短期目標の概要は以下のとおりであった。即ち、生態
環境の劣悪な黄河・長江上中流の土砂流失と砂漠化の防止のために、2010年
までに3，9（沿万baの植林、5㈱万haの退耕還林、5，000万haの草地改良を実
施する。
短期目標は、2（氾3年までを重要期間とし、傾斜25度以上の耕地の退耕還林、
25度以下の傾斜地の棚田化や1，5（氾万bで「三化」（草地の退化、砂漠化、ア
ルカリ化）の防止を実施し、森林被覆率を17．6％以上に引き上げることを目
標としている。
退耕運林という考え方は、1990年代前半から存在しており、例えば、「水
土保持法」（91年6月公布）の14条では、25度以上の傾斜地を開墾し、農作
物を植えることを禁止している。また「農業法」（93年7月公布）の駈条で
も国家の認めない傾斜地の開墾を禁止している。「土地管理法」（98年8月公
布）39条では「退耕還林」という用語が使用されているし、「森林法実施条
例」（2000年1月公布）22条では、25度以上の耕地は逐次退耕すべきである
旨規定されている。生態環境に関するこれら一連の法規と「規画」に加え、
2000年3月に策定された西部開発計画では退耕遼林が西部開発の重要な目標
として位置づけられている。
退耕運林政策は、1999年から四川、挟西、甘粛の3省を読点（実験地）と
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して行われていたが、2000年3月に、政策の意義、実施原則、補助政策など
を明示した通達が出されて以降、全国レベルで展開されることとなった。国
家林業局が主となって策定された「20㈱年長江上流、黄河上中流地区退耕還
林（草）試点規範工作に関する通知」では、実施対象は貴州、山西、重慶、
新痘（生産建設兵団を含む）など13省に拡大されている。
20㈹年9月の国務院の「退耕還林遅草試点工作に関する意見」では、省政
府が実施上の全責任を負うことや食糧補助や現金補助の量や金額さらには週
林以後の請負経営期間（50年）なども明示している。対象となる省数も2001
年末には21省となり、2∝）2年には25省に拡大している。
2002年4月には、国務院から「退耕運林政策をより完全に実施することに
関する意見」が通達され、12月14日には各読点活動を総括して「退耕還林条
例」（03年1月施行）が公布されるに至っている。
3省が読点に指定されて3年後に「条例」が公布されたわけであるが、こ
こでは、試点での実験・試点の拡大・調整・法制化・施行といった中国にお
ける政策・法律策定の典型的な手法が採られている。それはこのプロジェク
トの重要性を示すものとも言えよう。
2002年4月の「意見」や12月の「条例」で示されたプロジェクトの概要は
以下のとおりである。
（1）全体計画は国務院の林業行政部門個家林業局）が作成し、西部開発
工作部門が調整する。
（2）県政府あるいはその委託を受けた郷政府が土地請負経営権者との間で、
両種、植林活着率、資金・食糧補助などについて退耕還林契約を結ぶ。
（3）退耕運林は生態林を主とし、生態林の割合を抑％以下としてはならな
い。経済林の割合が規定比率を超えた場合は、種描代と造林補助のみを
補助し、食榎と現金は補助しない。
（4）食糧補助は、長江流域と南方地区は退耕1ムー（1ムー＝15分の1ha）
当り年間150kg（1ha当り2250kg）、黄河流域と北方地区は1∝晦（同
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1，500kg）、現金（生活）補助は1ムー当り20元（lha当り300元）、補
助期間は遠草は2年、還林は経済林（果樹など）は5年、生態林は8年
とする。補助食糧はいずれも未加工（もみ付き）で、その代金（調達価
格）は1kgL4元で換算する。
（5）補助食糧の買付費用と現金補助は中央財政で負担し、輸送費は地方財
政で負担する。食糧企業や退耕還林者に負担させてはならない。
（6）食糧補助は当該地の食習慣や在庫に応じて確定する。品質標準は国家
標準に適合したものでなければならない。
（7）種苗（苗木）代および造林補助は1ムー当り測元（1ha当り750元）
とする。
（8）植林後の林地請負経営権の期間は70年まで延期できる。満期後の延長
も可能であるし、相続、譲渡も可能。
（9）補助満期後、生態機能を破壊しない場合、主管部門の認可を得て、退
耕運林者は所有する林木の伐採ができる。
（10）退耕還林者の復耕（耕地に戻す）や林種間作（林地での食糧間作）は
認めない。
還林後の検査に関しては、「条例」では県政府が検査し、合格証明書を発
給する、となっているのみであるが、検査など管理面については「退耕遼林
検査験収（検査・検収）弁法」（2001年11月）、「退耕運林工程統計報告制度
に関する通知」（2002年2月）などに詳細に記されている。また検査後の林
地権および林木権については、「退耕還林林権登記工作通知」（2003年4月）
では、「森林法」（1998年4月改訂）や「条例」などに依拠して、県レベル以
上の地方政府が所有権あるいは使用権を確定する旨定められている。
なお、条例には退耕還林を実施する農家を対象に農業税の減免措置が規定
されているが、同時期に実施された「税費改革」（税金と費用に関する改革）
の結果、2006年末までに農業税そのものが廃止されている。
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2．計画の調整とその背景
退耕還林プロジェクトは、表一1の実施面積でみる限り2005年までは順調
に実施されたようにみえるが、20鋸年には食糧補助が現物から現金補助へと
切り替えられているし、2005年には食糧自給を促すために口糧田（自家消費
用食糧生産田）の建設が義務付けられている。その後2006年にはこのプロ
ジェクトの柱であった退耕還林政策そのものが見直されることになり、計画
では2006～2010年に133．3万haの追跡が予定されていたが、20髄年の26．7万
haのみが実施され、その後の計画は見送られている。これらの調整内容を
総括した形で、2（氾7年8月には「退耕運林政策を完遂することに関する通
知」が公布されている。
表－1プロジェクトの進捗状況
（）内は当年計画、その他は1999年からの累計
2（X）2 2∝迫 2∝頼 2∝〉5 2∝妬 2鵬 2∝）9
実 施面 積 （万 ha） 646 （7（氾） （400） 2．293 ・・ 2，427 2，687 （77．2）
（1） 追耕 遠林 322 （336．7） （66．7） 細 （26．7） 927 927 927
（2） 荒 山 荒地 造林 325 （363．3） （333．3） 1，260 （1（桁．7）1，367 1，580 （43．9）
（3） 封 山 背 林 133 133 180 （33．3）
中央 財 政 支 出 （臆 元 ） 1，030 ・・ 1，3仙 1，918 （16）
対 象 農 家 数 （万戸 ） 1，330 3，1（拍 ・ 3，252
戸 平 均 補 助 額 （元 ） ・・ 3，5∝） 5－113
（注）退耕還林は、第11次5カ年計画期（2∝略、2010年）は133．3万haが計画されて
いたが、2∝略年の26．7万haのみが実施されている。
（出所日展民日報」2002年12月26日、2007年2月6日、8月27日。r人民日割2（氾7
年10月11F、2鵬年5月5日。張鴻文他「退耕運林政策法規解読」r林業経
刺2（氾9年第9期、p18など。
（1）食粗補助の現金化
2α通年4月の「退耕運林食糧補助弁法に関する通達（通知）」で、同年か
ら食糧補助は現物から現金へと変更された。従来の現物補助（年間lha
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2，250kgと1，500kg）を1kg当り1．4元で換算し、農民に現金で支給すること
になった。必要経費は引き続き中央政府が負担するが、具体的な補助標準や
現金化の方法は省政府が決定することになっている。
食糧の現物支給から現金化への政策変更の背景には、地方政府の輸送費負
担の間竜がある。前述のとおり、補助食糧の輸送費は地方政府負担であるが、
退排が進むに従って、輸送費や倉庫などの間接的コストが増えることになる。
青海省の場合、2003年の退耕面積は16．7万haであったが、これに対応した食
糧輸送費は5，000万元（1ムー当り約20元）に達していた【2】。現金化で地方
政府の財政負担は若干軽減されたが、そこにはまた新たな問題が生じる可能
性がある。
1つは、1kg当り1．4元という基準で退耕前は精算していたが、食糧によっ
て補助に過不足が生じるということである。例えば、2（沿5年の場合、米、小
麦、トウモロコシの農家売渡価格は、1kg当り平均1．55元、1．38元、1．11元
であった【3】。米作農家が退耕して1．4元換算で補助金を受け取った場合、退
耕前の収入が保障されず退餅を望まないことになる。傾斜の厳しい農地の主
要食糧は麦やトウモロコシが想定されるため、このままの価格であれば退排
への意欲が削がれることはないが、表－2にみるとおり、2∞4年以降小麦も
トウモロコシも市場価格は大幅に上昇している。一律に1．4元換算での現金
補助では退耕農家が必要な食糧を調達することも困難になろう。
もう1つの問題は、現金の授受に伴う不正行為である。通達では虚偽報告
や資金の流用は禁止されているが、後述するようにこのプロジェクトでは、
退耕農家に補助金が支払われないなどの不正行為がしばしば報告されている。
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表－2　食糧の総生産量と主要食糧の生産量・国内価格の推移
（単位：万トン、元／トン）
生 産 量
米 ノト麦 ト ウ モ ロ コ シ 大 豆
生 産 量 価 格 生 産 量 価 格 生 産 量 価 格 生 産 量 価 格
1999 50，839 19，849 （2，273） 11，388 1，225 12，809 1，092 1，425 2，597
2㈱ 46，218 18，791 （1，919） 9，964 998 10，6（氾 887 1，541 2，485
2（沿1 45，264 17，758 （2，似 5） 9，387 1，040 11，409 1，（万0 1，541 2，405
2（沿2 45，7（桁 17，4朗 （1．985） 9，029 1，（減7 12，131 1，033 1，651 2，418
2003 43，070 16，α近 （2，∝減） 8，649 1，087 11，583 1，087 1，539 2，857
2004 46．947 17，Ⅸ氾 2，815 9，195 1，4と氾 13，029 1，288 1，740 3，682
2005 48，402 18，059 2，933 9，745 1，461 13，937 1，229 1，635 3，359
20（桁 49，804 18，172 3，027 10，847 1，419 15，160 1，276 1，597 3，285
2（XI7 50，160 18，603 3，217 10，930 1，525 15，230 1，484 1，273 3，821
2∝ 格 52，871 19，1銚） 3，401 11，246 1，674 16，591 1，680 1，5洪 5，814
（注）国内価格は中等品の市場価格。
（出所）農業部r中国農業発展報告j2009年版、pp142、165。
（2）食裡自給化と口樋田建設
このプロジェクトの最大の目的は生態環境の保護であるが、2005年になる
と退耕還林政策にはより多様な目的が加えられることになった。2005年4月
の「5項目をうまく統合させ、退耕還林の成果を更に強化しよう」とする通
達では、このプロジェクトを西部大開発計画の重要な構成部分とした上で、
退耕遼林と他の5つの政策（基本農田建設、農村エネルギー建設、生態移民、
後続産業の発展、封山禁牧舎飼）とを相互補完的に実施することを要求して
いる。
5項目のなかでも、最も重要視されているのが基本農田の建設であり、退
緋農家による口糧田の建設である。これは補助期限の終了した退耕還林農家
にその後の食糧（自家飯米）の確保を促すことを且標としたもので、同時に
西部地区における食糧自給率の向上と辺境地への長距離輸送の負担軽減をも
一343－
目的としたものであった。退耕農家の1人当り平均の口糧田の規模は、西南
地区で0．033ha（0．5ムー）、西北地区では0．133ha（2ムー）以上が目標とさ
れている。
表－3　耕地面積の増減状況　　　　　　　　　　（単位：1，0∞ha）
A総 耕地 面積 B年内増 加 C年 内減少 （生態退 耕 ） （建 設用 ） D年 内絶 減少
1999 129，205 405 朗 1　　 （394）　 （205） 436
20（氾 128，243 603 1，566　　　 （762）　 （163） 962
2∝Il 127，615 265 893　　　 （590）　 （163） 627
2002 125，929 341 2，027　 （1，425）　 （196） 1，682
2∝）3 123，392 343 2，待 0　 （2，237）　 （229） 2，537
2（氾4 122，444 345 1，146　　　 （732）　 （145） 8（カ
2（船5 122，（蛤6 3（姫 5鋸　　　 （390）　 （138） 377
20（絡 121，775 367 582　　　 （39）　 （167） 290
2（沿7 121，735 195 236　　　 （25）　 （188） 40
20）8 121，716 229 248　　　 （7）　 （191） 19
（注）総耕地面棟には、既建設地で用途未変更分を前年度分として計上調整してい
るため、B－CはDと一致しない年もある。
他所）表－2に同じ、p134。
新たな政策目的は、補助期間切れ後の退耕農家の生活の安定を図ることに
あるが、その背景にあるのは、耕地面積の減少と2001～2003年における食糧
生産の停滞あるいは減少であろう。中国の耕地面積は1996年の1億3，0時万
血をピークに漸減しており、なかでも退耕運林が大々的に実施された2002
～20餉年の減少幅が大きい（表－3）。国際市場価格上昇の影響もあって、主
要食糧の価格は2∝峰年以降上昇傾向にある。例えば、小麦の場合2003年は1
トン1，087元であったが、2∞4年には1，450元と大幅な値上がりとなっている。
1トン当りの国際市場価格も2003年の149．6ドルから2∝）4年には161．3ドルへ
上昇している［4］。
食糧価格の上昇は、商品食糧を供給する農家にとっては収入増になるが、
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1kg当り1．4元分の現金補助を受けている退耕農家にとっては死活問題であ
る。退耕農家に口糧田の建設を義務付けると言った政策はその意味では理解
できるが、元々条件の悪い耕地での自給の強制は還林地の復粁（再耕作）や
生態環境の悪化をもたらす可能性も否定できない。
2005年4月の通達でもう1つ問題なのは、生態移民と封山牧舎飼である。
これらの政策は主に牧草地帯で行われており、後者は封草葉牧舎飼と言われ、
生態環境の悪い（砂漠化の危険のある）牧草地を保護する目的で、一定の地
域での放牧を禁止し、舎飼（あるいは柵内での飼育）をさせようとするもの
である。放牧より舎飼の方が飼料代、畜舎代などコストが嵩み、生態移民農
家には過重な負担となると同時に、それが上級政府の任務達成を目的に行わ
れるため、生態環境の悪い牧草地から同じような生態環境の牧草地や砂漠化
した土地へと移民させられるケースもあり、移民農家の基本的生存権が脅か
されるばかりでなく、移民の再配置といった新しい問題が生じているとい
う［5】。
（3）2007年「通知」にみる政策調整の方向
この「通知」は、‘基本的に補助期間終了後の生計を維持できない農家の救
済を目的としたもので、以下のような政策が採られることになっている。
（91期目の食糧・生活補助終了後も中央財政の負担で現金補助を継続する。
補助標準は長江流域と南方地区は1ムー当り年間105元（1ha当り1，575元）、
黄河流域と北方地区は同70元（1ha当り1，050元）とし、年間20元（1ha当
り300元）の生活費補助は継続する。各地方は標準額を適宜引上げることがで
きる。②補助期間は生態林8年、経済林5年、草地2年。③中央政府は退耕
還林の成果を定着させるための専項資金を準備する。（りこの専項資金は2008
年から8年間で集中的に配分する。
この基本的政策と組み合わせる形で、基本口糧田建設の強化があげられて
おり、前述のとおり、その日標は酉南地区の退紡農家は1人平均0．5ムー、
西北地区は2ムーである。建設期間を5年とし、中央専項資金から西南地区
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1ムー当り600元（1ha当り9，0（氾元）、酉北地区400元（同6，の0元）の補助
が予定されている。
退耕還林については、前述のとおり2006～2010年の実施計画面積133万ha
のうち2006年に既着手分の26．7万ha以外は暫時停止する旨明記されている。
当面は傾斜25度以上の耕地の実情調査を優先することが停止の理由とされて
いるが、実際の要因は、退耕後の農家の生計維持が困難なことや還林地の保
守管理が悪く造林の成果が上がってこないことにあろう。造林の活着率の低
さは補助金の支給や林権証（林地の請負経営権と林木の所有権を示す証明
書）の発給とも関連するだけに重要な問題である。その他、2004年まで計画
を上回る速度で退耕が実施されたこと、耕地面積の漸減と20（通年における食
糧生産の減少や食糧価格の上昇なども一国と考えられる。もちろん耕地面積
の減少は退耕運林政策のみが直接の原因ではないし、退餅に伴う食裡生産量
の減少分も基本農田建設などによる単位当たり生産量の増加によってかなり
カバーされているのが現状のようである【61。
荒山荒地造林と封山育林政策は継続させることになっているが、補助標準
の引上げや豆類などの間作を認めるなど、植林成果の固定化と農民の生計維
持を重視する姿勢が明確になっている。荒山造林や育林が奨励されるのは、
生態環境の保護という日的ばかりでなく、第11次5カ年計画期間中（2006～
2010年）に森林被覆率を18．2％から20％以上に引上げるという「約束性指
標」（行政が責任をもって達成すべき指標）の存在も大きい。
Ⅲ　退耕還林政策実施上の課題
退耕運林を中心としたこのプロジェクトには、2α姫年以降も2，α）0位元以
上の中央財政が投入される予定で、全体では4，300億元の投入が見込まれて
いる。その規模が≡峡ダムの2．4倍という大型プロジェクトだけに計画の実
施には以下のような様々な問題点が指摘されている。
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1．不合理な補助政策
補助政策でまず問題なのは、食糧補助が広範な地域で一律であることであ
ろう。例えば寧夏自治区の場合、1ha当りの食糧の平均生産量（2（氾3年）は
1，161kgで、耕地の条件によって450kgから3，0個kgまでその差は大きい［71。
補助食糧が一律に1，500kgだと計画外の耕地の退緋が行われる可能性が大き
い。この間題は2∝旭年から食糧補助が現物から現金へと変更された時点で一
応解決されているが、2004年の1kg当り1．4元の換算率による一律の現金補
助も、前述のとおり生産する食糧の種類によっては、補助額に過不足が生じ
ることになる。
2007年からは第1期（生態林8年、経済林5年、草地2年）が満期となっ
た順に1ムー当り105元、70元と現金補助を支給する政策が採られた。この
金額は2∝姥年に現金支給となった金額1ムー当り210元（150kgXl．4元）、140
元（100kgXl．4元）に比較し大幅な減少である。経済林からは一定収入が得
られる時期かもしれないが、生態林が成木（用材）になる時期ではない。生
計を維持できなくなった農家による復排が懸念される。
食糧補助に関してはもう1つの問題がある。それは2004年から、雲南、チ
ベット、青海を除いて、全国で一斉に農家への直接補助（作付面積あるいは
販売量による食糧直接補助、優良品種補助、農業資材総合直接補助、農機具
購入補助）が始まったことである。2008年の補助額はそれぞれ151位元、123
億元、716億元および40億元で総額1，030億元の規模になる。
2（刀8年における食糧、優良品種および農資直接補助の1ムー平均支給額は
62元であった［8j。これは補助額のみでみれば、2007年から始まった退耕運
林の補助金105元、70元には及ばないが、農業直接補助は農産物販売収入が
ある上に補助金がプラスされているわけであり、その価値は大きい。
一部の研究者は、1ムー当り平均の食糧直接補助が40元（2007年）である
のに対し、退耕運杯の補助は保守管理費20元、南方地区125元（手取額）、北
方地区90元という状況は、造林の管理より複雑を選択し易い状況にあるとみ
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ているがt9］、少し条件の良い耕地の場合、その可能性も否定できない。
もう1つの問題は、還林において農民が生態林より経済林を選好しがちだ
ということである。「条例」や「意見」では生態林の面積を翻％以下にして
はいけないことになっており、規定の比率を超えた経済林には種苗代と造林
補助のみで、食糧補助と生活補助は支給されないことになっている。しかし、
8年間の補助期間で生態林が成木（用材）になることは期待できず、生活保
障のためには経済林を選ぶことになる。2004年には口糧田の建設が義務付け
られ、2007年からは第1期（8年）が終わっても、もう1期生活補助（105元、
70元）が支給されることになったが、もともと生産条件の悪い土地でのわず
かな口糧田と補助金だけで、生態林の管理が継続できるか疑問である。
ただ、経済林の比率を高くすることにも問題がある。多くの農家が一斉に
出荷することで価格が下落することが予想されるからである。例えば、挟西
省彬県の場合、香子、リンゴ、胡桃1kgの価格は退耕前の1998年には2元、
2元、12元であったが、出荷の最盛期になる2（氾8年、2005年、2（沿3年には、
それぞれの価格は、50％、30％、50％程度下落するとみられている【10］。そ
れでも、なかなか換金のできない生態林よりはまLということになろうが、
退耕運林政策の本来の目的が維持できなくなる。2007年における政策の調整
は、このような問題も1つの要因となっていたのであろう。
2．プロジェクト執行上の問題
退耕還林政策の策定は国家林業局が中心となるが、政策の執行には農業部
など多くの部門が関わってくる。例えば、補助金は財政部が支出するが、食
糧補助と生i舌補助はそれぞれ農業部と国家林業局の下部機関を通じて農家に
支給される。
退耕運林は国家レベルの重要プロジェクトであるが、県レベルでの主執行
者は県林業局であり、県林業局は財政配分ばかりでなく、験収などの監督管
理上も重要な役割を担うことになる。しかし、表－4にみるとおり、県レベ
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ルでの全体計画を策定するのは県政府であるため、県林業局は民意を理解で
きる立場にありながら、県政府に政治的責任を負わされる立場でもある。ま
た県林業局は実施計画から、樹種の選択、退耕還林地の験収、測量などの技
術支援まで、幅広い役割を担っていながら、ほとんどの県で予算、人員不足
の状況にあり、それが植林活着率や林権証の発給率の低さの要因となってい
るようである。各地方政府は補助金獲得のために計画外に退耕面積を拡大し
てきたが、計画執行者である県林業局はほとんどの場合、農民の長期的生計
問題や生態環境の保護よりも県政府の意向を重視しているといわれる。社会
科学院が四川省で225戸を対象に調査した結果では、53％の農家が退耕地を
自分で選んでおらず、また、ほとんどの県で農民の希望に反して県林業局の
農場が苗木を提供しているという［11】。
プロジェクトの実施において、県林業局は本来県政府と農家の利害関係を
表－4　県レベルでの退耕還林政策担当部門
実施項 目 政策決定 者 政策執行者
全体計画の作成 県政貯 林業設計機関、地区林 業設計 グJレー プ、
県林業局
実施計画 県政府 ・地区林業局 県林業局、郷 政府 ・郷林業 ステー シ ョ
ン、村社 区の協 力
樹種の選択 県林業局 県林業局
苗木の供給 〃 ク
験収 国家林業局 各級政府 ・林業局 （県林業局）
食確 ・現金支給 県政府 ・郷政府 県農業局、県林業局の験収 に基づ いて
支給
樹木管理 国家林業局 農民 （県林業局が監督 ）
（注）県林業局は中央政噺の方針に従って決定。
（出所）左仔、斎顧披、徐秀麗「週耕運林政策執行差距」F林業経済12∝厄年第9期、
p13。
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調整すべき立場にあるはずであるが、現状では自身の財源の獲得が優先され
ているようである。
3．虚偽親告と補助金の詐取
前節で紹介したように、少なくとも退耕運林政策が全面的に調整される
2∝賂年頃までは、多くの県で補助金の獲得を目的に計画を超過する退排が実
施されていたようである。そこでは同時に退耕面積に関する虚偽の報告とそ
れによる補助金の詐取が行われていたといわれる。
2（泊5～2007年に四川省内江市の各郷鏡で実態調査をした研究者の報告によ
れば、報告された退耕面積の60％以上は虚偽（面積や樹種）で、郷村幹部と
農民が共謀して補助金を詐取している現象がみられたという［ユ2］。
内江市では1998、2（氾5年9月の問、約28万ムー（1．9万ha）の退排還林が
行われたが、うち12万ムーは麻竹（竹の子はメンマの原材料）や柳場が植林
されたが、残り16万ムーの多くは補助対象外の経済林であった。従って、16
万ムーの4分の3、即ち12万ムーは虚偽の報告であったとみられている。1
ムー当りの補助額は230元（食糧補助210元、生活補助20元）であるから、年
間の補助金詐取額は2，760万元（230元×12万ムー）になる。郷村の会計担当
者などの話では虚偽報告の割合は2分の1から4分の3までと幅があるため、
2分の1と考えても詐取された補助金額は1，朗0万元（230元×8万ムー）に
なる。生態林の補助期間は8年であるから、虚偽報告面積が2分の1として
も1億4，700万元が詐取されることになる。
この内江市における補助金の平均詐取率は44．5％であり、これを全国レベ
ルに換算して考えた場合、2005年末までの補助金詐取額は458億元（中央財
政投入額1，030億元の起．5％）の規模になる。これら詐取された補助金が相
の公共サービスに投入されるのであれば、農民も許容できるかも知れない。
しかし、頻発する補助金詐取事件では農民はほとんどが被害者である。湖南
省での2件の事例からその辺の状況を確認しておきたい。
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（1）湖南省都東県の事例【13】
郡東県の合輿村と興隆相でそれぞれの村の党支部書記が村の土地の退耕運
林を請負った事件を人民日報の記者が調査した記事である。郷林業拓（ス
テーション）を訪問した記者は、以下のような説明を受けている。2（泊5年に
両村の党支部書記が請け負った土地には、計画では4万本の楓と松が植林さ
れることになっており、2005年冬から2006年春にかけて、県林業局が統一的
に手配した苗木を党支部書記に渡した。火災などがあったが補植され、活着
率も高く、現在は1メートルほどの高さに育っている。当の党支部書記から
も記者は1年で9，0㈹本を補植したと説明されていたが、村人と現地に行っ
てみたが、雑草しか見ることができなかった。
村人の話では退耕運林はほとんどが村の幹部が請負っており、合輿相では
村民の自留山（農村が請負経営権を持つ山林）の200ムーも党支部書記が自
分の名義で退耕還林を請負っており、2006年からは年1万8，000元の補助が
支給されているはずであるが、農民は全く関知していないという。
2008年も1万余元の補助金があったとのことで、記者が県林業局で確認し
たところ、2008年は活着率が標準に達しておらず、不合格であったとのこと
であった。郷林業ステーションの説明では、2008年の験収は県林業局が行い、
補助も財政部門が直接本人の銀行に振込むので、郷林業ステーションは関与
していないとのことであったが、県林業局の営林ステーションでは、市や県
の林業局は人手不足で、験収の主要部分は郷鋲の林業ステーションに依存し
ているという。
2∝娼年における両村の党支部書記への補助金は、荒山荒地造林補助金から
回されたらしい、ということで記事は終わっているが、巨額の財政負担で実
施されているこのプロジェクトも、計画執行の現場では足並みが揃っていな
いし、郷村レベルの林業ステーションと村幹部の間にはある意味での共謀関
係が存在しているようである。以上は事件性の極端な事例かもしれないが、
農民が必ずしもこのプロジェクトの主体でないことは明らかであろう。
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（2）湖南省衡陽県の事例［14］
2005年8月、湖南省林業庁が退耕請負者の造林1万1，506ムー（767ha）を
調査した結果、虚偽の申告のあったことが発覚していたが、その多くは県林
業局関係者の関わるものであった。それは元県林業局長の兄による387ムー
の虚偽の申告や1月に県林業局から移動した副局長の妹の夫による231ムー
の不実の申告、副局長の姉の夫などのグループによる52ムーの虚偽申告と
238ムーの不実申告などであった。
8月31日には湖南省林業庁は「衡陽県造林大戸（大規模経営者）の退耕運
林面積虚偽申告問題を整理することに関する通達」を出したが、12月12日に
衡陽県政府から省林業庁に送られた退耕還林験収報告では、退耕還林面積の
調査合格率は高く、不実（正確でない）面積は技術的誤差の範囲内であり、
ほんの一部地区で虚偽の申告があった、とされていた。また、12月23日には
県党委員会、県政府も、退耕還林の合格地への食糧補助の支給とともに、不
合格地についても先に100元を支給し、補植験収後全額を支給することを認
め、更に不実面積にも験収後の満額支給を認めている。
その後、12月27日には、国家林業局が国家林業局党組織会議を開催し、衡
陽県における現地調査を実施、省の関連部門の協力による厳格な審査および
衡陽県の20価年における退耕還林計画の停止を決定している。
しかし、国家林業局の指示にもかかわらず、2006年1月になっても衡陽県
は大面積請負者を庇護する態度を改めていない。補助金詐取の張本人が県林
業局関係者ということであればそれも当然のことであろう。
Ⅲ　退耕還林政策の経済的効果
1．初期段階での影響
このプロジェクトは1999年に駅西、甘粛、四川の3省を読点に始まってい
る。ここでは先ず、この3省を対象とした調査研究の成果に基づいて、初期
段階（1999～2∝頼年）における経済的効果を紹介する。
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中国科学院農業政策研究センターが2003，2（泊5年に実施した現地調査（調
査対象は退耕農家2洪戸、非退耕農家79戸、合計333戸）に基づいて書かれた
易福金論文［15】には、表－5に示したとおり、退耕農家と非退耕農家の1999
年と2α通年における収入の変化が示されている。
表－5にみるとおり、1999年と比較しどちらの農家の総収入も20鋸年には
大幅に上昇しているが、耕種業収入には大きな相違が見える。非道耕農家の
収入は増加しているが、退耕農家の収入は減少している。もともと生産性の
低い農地（傾斜度25度以上）のため少なかった収入が、退緋の影響でさらに
減少したことが示されている。しかし、退耕補助を含んだ収入では1，051元
となり非退耕農家の771元を上回っている。このため補助を含む総収入の差
は1999年の327元から301元へと縮小している。
このように退耕農家の収入は一時的には増加したものの、補助期間の延期
が決定（2007年）していなかったこの時点では、将来に対する農家の不安は
相当大きく、補助停止後の生活に関して、欧西省では田．7％の農家が先行に
表一5　退耕農家と非退耕農家の1戸当たり平均収入の変化（単位：元）
非退耕戸 退耕戸
1999 2004 19999 2α国
耕 種業 （補助 を除 く） 712 771 485 441
餅種業 （補助 を含む） 771 610
牧畜業 30 94 49 179
非農業収入 759 1，073 550 879
総収入 （補助 を除 く） 1，562 2，322 1，235 1，857
総収入 （補助 を含 む） 1，562 2，322 1，235 2，021
（注）対象戸数は眺酉、四川、甘粛省の非退耕戸79、退耕戸2封。
（出所）易福金、他「退耕還林経済影響再分析」r中国農村経済』2∝厄年
第10期、pp33。
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不安を感じる、との結果が出ており、退林還耕（復耕）の可能性も指摘され
ている。
2脱年の段階では退耕の非農業や牧畜収入への影響は顕著ではないが、そ
れは験収に合格しなければ補助が支給されないため、農民の労働力の多くが
林地の保守管理や補柏に投入されているからだという。2002、2003年にみら
れたような退耕規模の拡大を抑え、後続計画を設計すべきであるというのが
易論文の結論である。
次にこのプロジェクトの全国模範県の1つである快西省呉起県における経
済的変化を、李樺論文でみることとするf16コ。2005年の現地調査では12郷鏡
の1，619戸の退耕農家が対象となっている。
表一6は、退耕還林プロジェクトが食糧の作付面積や生産量にどのような
影響を与えたかを示したものである。ここに示した数字は12郷鏡の平均値で
あるが、1戸当たりの耕地面積は1999年の52ムーから2∝旭年には11．9ムーへ
と40．1ムーも減少している。これに伴って雑穀作付面積も大幅に減少してい
るが、トウモロコシやジャガイモは作付面積は若干減ったものの、単位当た
り生産量は逆に増加している。
これは、少ない耕地を陳西省では最高品質といわれるジャガイモと飼料的
表－6　呉起県の食糧作付面積・生産量の変化
（単位：ムー／戸、kg／ムー、％）
耕 地 面 積
トウ モ ロ コ シ ジ ャ ガ イ モ 雑 穀
作 付 面 積 生 産 量 作 付 面 積 生 産 量 作 付 面 積 生 産 量
1998 52．0 2．6 223 12．4 538 58．5 77
2（X国 11．9 1．3 294 5．0 6糾 4．2 92
増 減 △40．1 △ 1．3 ＋ 71 △7．4 ＋ 126 △54．3 ＋ 15
（注）数字は12郷鏡、1619戸の1戸当り平均値。
（出所）李梓、他「退耕還林対農戸経済行為影響輿分析」r中回農村掛別2㈱年第
10期、p38。
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価値の高いトウモロコシの生産に回した結果であるという。この比較優位の
考え方は牧畜でも顕著に表れており、県全体の羊飼育頭数は減少したものの、
もともと飼育頭数の多かったある郷の保有頭数が大幅に増加するといった現
象も見られる。
表－7は農業関連資材への支出の変化を示したものであるが、ここではす
べての支出が増加している。耕地の減少分を単位当りの増収で補おうとする
傾向が明らかである。種子を自家製から焼人へと切り替えたのはその一環で
あろう。農業用フィルの増加と燃料の使用は、退耕（耕地の減少）とは直接
関係ないかもしれないが、新しい農業技術の普及として注目される0
退餅によって農家の現金収入にも大きな変化が現れている。耕地の減少か
ら耕種業での収入は減ったが、林業からの現金収入が大幅に増加し、規金収
入を押し上げている。ただこのほとんどが造林への補助金であり、生態林が
成木になるまで続くかその継続性が懸念される。
表－7　呉起県の農業関連支出の変化　　（単位：kg／ムー、元／ムー）
化 学 肥 料 有 機 肥 料 農 業 用 フ イル ム 燃 料 種子
施 席巴量 投 入額 施肥量 使 用 量 投 入 額 投 入額 投 入 額
1998 48．7 11．9 343．4 0．05 0．2 0 自家 製
2（X減 114．6 39．2 526．9 0．34 1．9 13．7 2．2
増 減 ＋65．9 ＋27．3 ＋183．5 ＋0．29 ＋1．7 ＋ 13．7 ＋2．2
（出所）表一6に同じ、p39。
衷－8　呉起県の農家現金収入の変化　　　　　　　　（単位：元）
耕軽業 林業 牧畜業 合計
1998 4，819 0 1，960 6，779
2004 2，863 5，565 2，175 10，694
増減 △1，955 ＋5，656 ＋215 ＋3，915
（出所）表－6に同じ、p40。
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なお、別の研究によれば【17】、呉起県では消費構造にも変化が現れており、
2006年には家計支出に占める食品の割合（エンゲル係数）も1998年の弘．0％
から41，9％へと同年の全国農村の平均値43．0％を下回っている。その分教育
関係の支出が増加するなど、家計支出構造にも明らかな変化がみられる。
2．政策調整後の変化
退耕農家への食糧補助は、地域ごとの150kg、100kgの現物補助から、2脇4
年には1kg＝1．4元換算での現金補助となった。単純に現金換算するなら210
元、140元となるが、食糧価格が上昇すれば、現物補助よりも実質的な価値
が下がり、退耕農民の生活に影響することになる。2007年の調整によって、
第1期の補助期間が終了した農家への現金補助は、105元、70元へと引下げ
られ、前述のとおり一部研究者からは復緋の可能性も指摘されていた。以下
では先ずこの点について、検証してみたい。
表－9は遇耕を実施している100県から1，165戸を抽出して、退耕補助額と
表－9　サンプル農家の退耕運林補助額と農業補助額
（単位：元／戸、元／ムー、％）
退 耕 運 林 補 助 農 業 補 助
補 助 額
1 ム ー 当 純 収 入 に 占
補 助 額
1ム ー 当 純 収 入 に 占
り平 均 額 め る 割 合 り 平 均 額 め る 割 合
2006 2，188 176 16．3 64 7 0．5
2007 2，274 180 13．8 204 22 1．6
2008 2，109 167 10．5 321 35 1．6
（注）（1）退耕運林を実施している1（刀県から抽出された1165戸が対象。
（2）農業補助額は食糧補助、優良品種補助、農業総合補助などの合計。
（出所）謝展、他「2008年退耕運林農戸社会経済効益監測報告」r林業経
済』2∝）9年第9期、p58より作成。
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2（氾4年から始まった農業補助額を比較したものである。この調査によれば、
2（氾8年のサンプル農家の退耕補助額は前年より165元減少し、純収入（総収
入から生産コストなどを差引いたもの）に占める退耕補助の割合もピークで
あった2006年の27．8％から10．3％にまで低下してきている。退耕補助の減額
には2つの要因が考えられる。1つは2007年の調整以降、延長期（第2期）
の補助標準が引下げられたことであり、もう1つは自然災害などで苗木の活
着率（合格率）が低く、補助を受給できなかったことである。2008年は黄河
流域での活着率が低く、補樽などのための退耕農家の負担は相当大きかった
と報告されている［ユ8】。
2∝略年の場合、退耕補助は前年比165元減少したが、農業補助が減少分の
70％余りをカバーしているし、1人当り平均の純収入（4，3洪元、全国平均
の91．5％）が前年比21．8％（実質で14．4％）の増加となっているため、退耕
補助の減額が家計に大きく影響することはなかったであろう。
ただ、2008年時点では1ムー当りの退耕補助（167元）と農業補助（35元）
の差は4．8倍の開きがあったが、両者の差が縮小してきた場合、依然として複
排や経済林への転換の可能性が高まることは避けられないであろう。
次に退耕によってサンプル農家（1165戸）の1人当り平均収入がどう変化
したかを見る。表－10に示したとおり、サンプル農家の1人当り平均収入は
全体として増加しているが、2008年の場合食糧作物と退耕補助が減少してい
る。退耕補助は上述のような要因によるものであり、食糧作物は作付面積の
減少によることは明らかであろう。
経済作物、養殖業、工業副業（建築など）の伸びは大きいが、労務収入の
伸び率は低い。これには金融危機の影響も考えられるが、2（泊8年は上述のと
おり、補樽により多くの労働力が投入されたことも一因であろう。林業の伸
びは大きいが、生態林が用木となる時期ではないので、経済林からの収入で
あろう。
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表－10　サンプル農家の1戸当り平均収入の変化　　（単位：元、％）
19987 2007 2008 2∝17／2008
1． 総 収 入 7，997 20，746 24，348 17．4
耕 種 業 5，019 6，620 7，765 17．3
食 糧 作 物 2，542 3，449 2，964 △14．1
経 済 作 物 2，477 3，171 4，801 51．4
養 殖 業 1，275 2，899 4，221 45．6
林 業 316 1，440 1，731 20．2
工 業 副収 入 431 1，991 2，653 33．2
労 務 収 入 956 4，859 5，136 5．7
移 転 収 入 0 2，826 2，725 △3．6
農 業 補 助 0 260 322 23．8
退 耕 補 助 0 2，274 2，109 △7．3
そ の他 0 293 294 0．3
財 産 性 収 入 0 110 118 7．2
2．純 収 入 6，（泊5 16，498 20，026 21．4
3． 1人平 均 収 入 1，305 3，587 4，353 21．4
（注）（1）純収入は劉文人から生産コストなどを差し引いた額。
（2）農業補助、退耕補助金額など表－9と一致しないものもある
が、原統計のままとした。
（出所）表－9に同じ、p62。
残された課題～結論にかえて～
退耕運林プロジェクトには、2008年までに1，918億元が投入され、2∝19、
2010年には更に2，419億元が投入されるという。中央財政のみで総額4，337億
元（約6兆700億円）というビッグプロジェクトも2007年の計画調整を経て、
新たな方向へと進みつつあるが、当面の課題は第1期から第2期へと補助制
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度をどう接続させるかということであろう。
それを成功させる鍵は迅速な験収システムの構築にある。補助金がスムー
ズに農民の手に渡らないのは表面上は自然災害で活着率が低いということで
あろうが、資金、人材、機材不足で迅速かつ正確な験収ができないというこ
とが最大の要因であろう。それはまた補助金の詐取などの事件を派生させる
要因でもある。
次に急がれるのは造林、植林後の全国一律の林権（林地の請負経営権と林
木の所有権）登録制度を確立することであろう。中国の森林面積43億ムー
（約2億8，600万ha）のうちの60％近く（25億ムー）は集団（郷村）所有で
あり、そのまた3分の1の8億ムーは農民が請負経営権（使用権）を有して
いる林地である［19㌔
現在森林をめぐって頻発している問題の多くは使用権（地上権）を所有す
る農民と土地の所有権を持つ集団組織との間の争いであり、土地の所有権を
持たない農民の立場は極めて脆弱である。
退耕運林や荒山荒地造林が進めば、この桂の問題はさらに多くなろうし、
すでに造林地の林権を企業が買い取り転売するなどの投機行為も散見される。
違法でないが、農民が林地と林木を守るためには林地請負経営権と林木所有
権を証明する林権証は欠かせない。
現在、集団林権制度の法制化が進みつつあるが、林権証の速やかな発給の
ためにも験収システムの拡充が望まれるわけである。
【注】
［1］「中国環境報j1999年1月9日。
［2］孔凡斌r中回退耕還林工程政策j中国科学出版社、2（X妬年、p幻。
［3］粛振邦編「2∞6中国糧食発展報告j経済管理出版社、20（渦年、plO。
［4］農業部「中国農業発展報告J（2伏）9年版）p143。
【51李彦、宋才発丁民族地区退耕遼林（革）及其法律保障研究」中央民族大学出版社、
20（略年、pp264、265。
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［6］国家林業局の調査（2（拇3年）では、調査対象100県で退請により耕地面積は20．6％減
少したが、1ムー当りの平均の食糧生産量の減少は4．3％にとどまっている。季暁峰
「中国新時期退緋還林（草）工程的経済分析J中国農業出版社、2∞9年、p85。
［7］孔凡斌、前掲、p85。
［8］前掲［4］に同じ、pp82～お。
［9］賢治邦「完善政策・項固成果・確保退耕還林工程持続健康発展」r林業経済」2∝格年
第2期、P4。
［10］張菅、他「退耕農戸長期生計分析」r林業経済」20胚年第2期、pp12、19。
［11］左停、他「退耕遺林政策執行差距」r林業程刺2（X桁年第9期、p14。
［12］耶祖礼「退耕選林中的尋祖行為、基於四川省内江市的実例」r中国農村観剰2∞8年
第3期、pp29～37。
［13］r人民日報」2（沿9年4月10日。
［14］r中国青年報」2∝略年2月22日。
［15］「退耕運林経済影響再分析」「中国農村種別2，（X鳩年第10臥pp28、36。
［16］季樺、紋服披、郭亜軍「退耕造林農戸経済行為影響輿分析」r中国農相経渕2∝冶年
第10期、pp37、42。
［17］張菅、他「退耕還林対農戸消費構造影響的実証研究」「林業経測2棚年第2期、p
14。
［18］謙虚、他「2∝嶋年退耕運林最戸社会経済効益監測報告」「林業新剤2（伽年第9期、
p57。
［19］「農民日報J2伽8年4月25E】。なお、農民が経営を請負っている林地の面軌ま、退耕
還林によってその後大幅に増加している可能性が高い。
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